
地域活性化と大学の役割

地域活性学会会長

清 成 忠 男

２００９．4．２３

━地域連携機構の意義━



は じ め に

• 衰退地域の増加

• 地域再生の必要性

• 内需拡大・新産業創出

• 地域の長期ヴィジョンが不可欠

• 政策の役割

• 大学の役割

• 地域連携機構の意義



１ 地域問題の発生と拡大

(1) 経済のグローバル化の進展

生産機能の流出

地場産業・商店街の衰退

(2) 高齢化地域の拡大

人口減少社会の先取り

(3)  地域間格差の拡大

一人当たり所得の格差拡大

(4)  大不況の影響

輸出産業の縮小、雇用問題の深刻化
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２ 問題地域の様相

(1) 産業の停滞

第一次産業の比率大

(2) 域際収支の赤字

移入＞移出 (観光は移出)

赤字を財政資金で補填

(3)  高齢化の進展

若者の流出、活力の低下

自立が困難、限界集落へ



２１．７△ ６．５７９．９７３．４千 葉
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３５．９△ ６．６５５．９４９．３鳥 取

３７．２△ ７．８３４．３２６．５沖 縄

１３．２△ ８．５３３．５２５．０奈 良

３９．１△ １２．１５８．９４６．８宮 崎

３５．７△ １２．３５７．５４５．２鹿児島
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３ 地域活性化の方法

(1) 企業誘致

工場誘致の限界

(2) 地域の産業振興

既存産業の振興、とくに農業

新産業の創出

(3) 財政による所得移転

補助金、公共投資等

財政危機で限界に



４ 新産業の創出

(1) 地域ヴィジョンの明確化

「緑の産業革命」、内需の開拓

イノベーションの展開

(2) 新規事業の開発

戦略分野は多様：農、林、水産、食品、

新エネ、木工、住宅、観光等の有機的連関

(3)  創業の促進で新産業創出

産学公連携でインキュベーション



５ 地域活性化の担い手

(1) イノベーター

革新的発想、（E. M.ロジャーズ）

地域を相対化する視点が必要

(2) アーリー・アダプター

イノベーターを理解、安定的人物

地域の人財を組織化、リーダー

(3) 多様な専門家・経営人財が必要

経営資源の高度化に対応



６ 国の政策的対応

(1) ヴィジョンを提示（「経済成長戦略」）

輸出立国モデルの限界、内需主導型へ

(2) 政策的誘導

「低炭素革命」「グリーン・ニューディール」

(3) クラスター政策の活用

産業クラスター、知的クラスター、

文科省・経産省「産学官連携拠点」

食料産業クラスター



７ 地域産業政策の展開

(1) 国と地方自治体の役割分担

国はマクロ的視点から

地方自治体は地域の視点から

(2) 地方自治体による産業政策

地域ヴィジョンの構想・政策策定

(3) 地域資源の活用

資源の堀りおこし、利用して初めて資源に

文化、歴史、地形、標高差等も資源に



８ 地域の状況と大学への進学

(1) 大学進学率の上昇

ユニバーサル・アクセス段階への移行

(2) 所得水準と大学等進学率

所得が上昇すれば進学率は高くなる

(3) 大学入学生の流出

大都市への流出が大

(4) 地域振興の必要性

雇用の場の創出、流出を止める



３０６９５２．８全
国

２０８９３６．１沖
縄

２４１４４５．４九
州

２１７０４４．９高
知

２５２４５０．７四
国

２８６２５２．３中
国

２９８０５８．３近
畿

３２７０５５．４中
部

３７１５５９．３東京
圏

２８９３５２．２関
東

２５９７４４．０東
北

２４６３４０．４北海
道

2006年度一人当
たり所得(千円)

2008年度大学
等進学率(%)

表３

大学等進学率と一人当たり所得

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0 20 40 60 80

大学等進学率

一
人

当
た

り
所

得

％

千円



大学進学者の都道府県別流出入率（2００８年度）

１３．４沖 縄２８．７愛 知４７

１７．５新 潟２９．８北 海 道４６

１７．５静 岡３６．２福 岡４５

１７．８長 野３７．８東 京４４

２０．４佐 賀４１．３沖 縄４３

５５．９奈 良８１．０茨 城１０

６０．２山 梨８２．４山 形９

６６．５大 阪８３．２岐 阜８

６６．６千 葉８３．６長 野７

７０．０石 川８４．９島 根６

７３．１埼 玉８５．７奈 良５

９２．４神 奈 川８６．１鳥 取４

１００．１滋 賀８６．３富 山３

１３３．９東 京８６．６佐 賀２

１７３．２京 都８９．２和 歌 山１

流 入 率 （％）流 出 率 （％）

表４



９ 大学の新しい役割

(1) 大学の公共性

教育を通じて人財を社会に供給→公共性

(2) 大学は地域の「知の拠点」に（新しい公共性）

地域社会のデザイン策定

地域の問題解決・生活の質向上・競争力強化

(3) 地域連携機構の必要性

教育・研究両面で産学公連携の拠点に

地方自治体に政策提案



１０ アメリカの動向

(1) 大学の基礎研究の重視

研究型大学の確立

(2) 産学連携の推進

C O E→サイエンスパーク→クラスター

シリコンバレーの進化、複合クラスターへ

ジョイントヴェンチャー・シリコンバレー・ネット

(3) オバマ政権の重点課題 ワーク

「グリーン・ニューディール」

中長期的課題：環境、ヘルスケア、教育



１１ ドイツの動向

(1)  連邦経済省の政策

イノベーション・センター

コンピテンス・ネットワーク(9分野120地域）

ハイテク創業者基金(ヴェンチャー創業支援)

（２） 州の産業政策

強い地方分権、南高北低

（３） バイエルン州の産業政策

独自の経済危機政策（将来の成長の基礎構築）

クラスター政策(19 業種)に特徴

バイオ、環境、食品、I T、ナノテク、森林等



バイエルン・産学連携組織の創業支援



１２ バイエルン州の森林政策

(1) 森林の総合的活用

環境保全と産業、水資源の確保

森林面積はドイツ最大

(2) 森林と生活文化

学習（自然観察）、ヴァンデルンクなど

(3) 森林産業クラスター

製材、木工、住宅、紙・パルプ、食品

観光(「農家で休暇」)など



む す び

 国境を越えた地域間競争と協調の時代

 地域力の結集で地域活性化

 知識基盤社会における地域活性化

 国力の維持・強化は地域活性化に依存

 大学は地域の中枢的存在


